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報道関係者各位 

インドネシア共和国BPJS雇用との合意書を締結 

 

 全国社会保険労務士会連合会は、かねてよりインドネシア共和国（以下「イ国」という。）

における社会保障制度強化支援を実施しており、特に国民皆年金制度の適用拡大・徴収率

向上のためのツールとして、日本の「社会保険労務士制度」を実施機関に紹介したところ、

2016年10月より「社労士・日本型徴収システムモデル」が試験的に実施され、昨年には、

イ国版社労士（BPJS雇用：プリサイ、BPJS健康：カデルJKN）が導入された。 

この度、昨年末にイ国の年金・労災保険等の実施機関であるBPJS雇用（以下「実施機関」

という。）のAgus Susanto（アグス・スサント）長官が来日され、昨年12月27日にイ国の

持続可能な社会保障制度の構築に向けて、イ国版社労士の育成、技術協力、研究等に関し、

継続的で友好的な協力の枠組みの提供を盛り込んだ、包括的な合意書を締結し、調印式を

実施した。 

合意書締結式において、Agus長官は「連合会のこれまでの協力に感謝しており、今般の

合意書締結を大変喜んでいる」と述べ、「零細・小規模企業の労働社会保険の加入率向上

を目標にプリサイの導入に至り、導入後1か月で195人のプリサイで11,000件の新規加入者

を達成し、昨年末時点に500人を超えるプリサイで着実に件数を伸ばしており、地域住民

からも肯定的な評価が得られている。BPJS雇用は、プリサイの機能強化及び任務遂行の円

滑化を図るため、IT技術の駆使に重点を置いている。特別なアプリを備えたスマートフォ

ンを用いて作業のペーパーレス、キャッシュレス、そしてリアルタイムでのデータ処理や

件数把握を可能にし、プリサイの制度加入率及び保険料徴収向上の実績を積み上げている

のが特徴だ。2018年末までに1万人のプリサイを動員し、今後連合会の協力を得てプリサ

イ協会設立の実現に向けた取組みを進めていきたい」と今後の見通しを述べられた。 

なお、イ国は2015年に大統領直轄の特殊法人として実施機関を立ち上げ、国民皆年金制

度を発足させ、実施機関の発表（2016年時点）では、年金制度の加入率は加入義務者の４％

と非常に低い水準に留まり、年金制度の早急な適用促進と効果的な保険料徴収を図ること

が急務であるとされている。連合会は今後もイ国への社会保障制度強化に向けた継続的な

支援や国際社会における「人を大切にする社会」の実現を下支えするべく社労士にしかで

きない特徴のある国際貢献活動を進めていく次第です。 
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全国社会保険労務士会連合会・BPJS 雇用 合意書 

 

 

 全国社会保険労務士会連合会（以下「甲」という。）及び BPJS 雇用（以下「乙」という。）

は、下記のとおり合意書を締結する。 

 

 

（目的） 

甲及び乙は、甲及び乙の能力育成、技術協力、研究及びプロジェクトに関して、将来に

向けて拘束力のある協力の枠組みを提供することを目的として、本合意書を締結する。 

 

（義務） 

甲及び乙は、この覚書により甲及び乙の間に契約関係が発生しないことを認めているが、

下記の点において、協同し明白で責任のあるリーダーシップがあり、財政的、監督上及び

管理上の責任を持つ、真のパートナーシップの精神を持って協働することに合意する。 

 

 

（協調） 

 この合意書に基づく甲及び乙の協力は、甲及び乙の国の法律、特に機密情報および事業

秘密を保護する法律の対象となる。甲及び乙は、調査及び適切で実用的な政策課題に関し

て、非機密情報、経験及び意見を交換することを共通の関心事であると認識する。 

 

 

（協力範囲）  

A. 協力範囲の諸活動には、下記が含まれるが、これらに限定されない。 

 教育、研修、共同研究などの共同活動の開発 

 年次訓練コース、研修訪問、現地コンサルタント訪問、上級専門家の派遣、その     

他の訓練プログラムの拡大 

 社会保障及び労使関係に関する人材の交流; 

 社会保障及び労使関係に関する法律及び制度に関する情報の交換; 

 インドネシアにおけるプリサイ協会/連合会等設立の支援等、制度設立及び強化の   

協力 

 相互連絡などの協力体制の確立と強化 

 関連するプログラムとプロジェクトの共同計画と実施 

 カンファレンスやシンポジウムなどのイベントを通じた交流 

B. 上記に含まれる諸活動の協力方法について、いつでも協議することができる。 



（有効期間） 

この合意書は、締結日から効力を生じ、相互書面による合意により、停止、取消、また

は変更されない限り、締結日から 5 年間有効であり、相互書面による合意によって延長す

ることができる。この有効期間中、相手方へ 6 ヶ月前に書面による通知をすることにより、

この合意書を終了することができる。 

 

 

（不一致の解決） 

a. この合意書の解釈、運用及び実施に関するすべての意見の不一致は、b. 甲及び乙

間の協議又は交渉を通じて、円滑に解決される。 

b. 甲及び乙が合意した改正は書面で行われ、この合意書の一部を構成し、かかる改正

は甲及び乙の署名日に発効する。 

 

 

この合意書は、2 部の英語の原本で作成されている。 甲及び乙は正式に署名された 1 通

のコピーを受け取り、これをもって合意書の締結とする。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO 氏 名 役職 組織 Signature 

1 スマルジョノ 戦略企画・情報技術局長 BPJS 雇用  

 

2 ワヤン・スンタウィナヤ 長官秘書 BPJS 雇用  

 

3 帆士 宣洋 副会長 全国社会保険労

務士会連合会 

 

 

4 小野 佳彦 理事 全国社会保険労

務士会連合会 

 

 

 

参考：立会人 

BPJS 雇用 長官 

アグス・スサント 

 

サイン                        

 

日付                         

全国社会保険労務士会連合会 会長 

大西健造 

 

サイン                         

 

日付                         
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